
福島協同施設株式会社 令和5年3月31日現在

          当期純利益     35,620,754

6,900,046 177,970

596,925

2,683,106

15,279,000

1,428,350

9,935,216

代理店勘定（損）

7,237,361

資 産 の 部 負 債 の 部

貸 借 対 照 表

（単位：円）

科 目

22,304,527

流 動 資 産 流 動 負 債

当 座 資 産 買 掛 金

51,743未 払 利 息

未 払 費 用

金 額

82,279,698

科 目

2,144,403

305,883,285

354,889,050

金 額

367,961,413

預 金

現 金

4,571,300売 掛 金

ク ー ポ ン

34,227,368

18,014,20012,633,994

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

料 理 材 料

前 払 費 用 366,666

181,245立 替 金

6,172,317

棚 卸 資 産

その他流動資産

未 収 利 息

飲 料 材 料

商 品

4,610,292

678,193

1,050,495貯 蔵 品

561,066

出 資 金

有 形 固 定 資 産

91,021,392

86,329,637

未 収 収 益

会 員 券

無 形 固 定 資 産

固 定 資 産

5,615,244

870,000

1,794,000

104,125,823

100,000,000

純　資　産　の　部

△ 305,643,018

354,856,982

460,500,000

負 債 の 部 合 計

純 資 産 の 部 合 計

長 期 貸 付 金

資 産 の 部 合 計

9,162

修 繕 積 立 金 100,000,000

21,846,125

利 益 剰 余 金

固 定 負 債

退職給付引当金

資 本 金

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 458,982,805458,982,805

254,856,982

役員退職慰労引当金2,048,755

20,052,125

573,000

1,200,000

繰 越 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

預 り 入 湯 税

預 り 金

従 業 員 預 り 金

商 品 券

賞 与 引 当 金
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福島協同施設株式会社 

 

個 別 注 記 表 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

①商  品    最終仕入原価法による原価法 

②料理飲料材料  最終仕入原価法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定率法。 

なお、耐用年数および残存価額については法人税法に規定する方法と同一の基準に 

よっています。 

  ただし、平成 10年 4月 1日以降に取得した建物(建物付属設備を除く)については、 

定額法を採用しています。 

（２）無形固定資産 

   定額法。 

   なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。 

   ただし、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（5 年）に 

基づいています。 

 

３．修繕引当金について 

     令和 4年 3月 16日発生の福島県沖地震により生じた損害の修繕に充てるため、前期に

計上していましたが、建物の所有者である全国共済農業協同組合連合会が修繕を実施した

ため、その他特別利益に戻入れをしております。    

  

４．引当金の計上基準 

（１）賞与引当金 

従業員に支給する賞与に備えるため､将来の支給見込額のうち当期対応分を計上して

います。 

（２）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため､当期事業年度末における退職給付債務の見込額に 

基づき､当期事業年度末において発生していると認められる額を計上しています。 

（３）役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金に備えるため、規程に基づく期末要支給額を計上しています。 
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福島協同施設株式会社 

 

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）消費税等の会計処理 

消費税等については税抜経理方式によっています。 

（２）リース取引に関する会計処理 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行っています。 

 

  

Ⅱ.株主資本等変動計算書に関する注記 

1.当期末における発行済株式の数 

普通株式     ９，９００株 

 



福島協同施設株式会社 令和４年３月３１日現在

6,168,452 5,302,238

205,050

1,875,909

16,483,000

2,429,850

10,717,350

代理店勘定（損）

8,367,525

資 産 の 部 負 債 の 部

貸 借 対 照 表

（単位：円）

科 目

10,624,328

流 動 資 産 流 動 負 債

当 座 資 産 買 掛 金

54,386未 払 利 息

未 払 費 用

金 額

60,779,236

科 目

1,272,761

303,773,992

318,510,073

金 額

330,842,913

預 金

現 金

205,000売 掛 金

ク ー ポ ン

10,094,896

4,514,6003,368,424

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

料 理 材 料

前 払 費 用 366,666

235,698立 替 金

6,164,388

棚 卸 資 産

その他流動資産

未 収 利 息

飲 料 材 料

商 品

3,115,940

525,515

1,837,521貯 蔵 品

689,476

出 資 金

有 形 固 定 資 産

91,141,508

86,119,873

未 収 収 益

会 員 券

無 形 固 定 資 産

固 定 資 産

5,554,988

870,000

△ 341,263,772

319,236,228

460,500,000

2,666,000

16,876,700

102,748,193

100,000,000

純　資　産　の　部

修 繕 引 当 金

長 期 貸 付 金

7,036

修 繕 積 立 金 100,000,000

41,968,957

利 益 剰 余 金

固 定 負 債

421,984,421

219,236,228

役員退職慰労引当金2,993,635

22,426,257

資 産 の 部 合 計

負 債 の 部 合 計

純 資 産 の 部 合 計

預 り 入 湯 税

預 り 金

従 業 員 預 り 金

商 品 券

賞 与 引 当 金

退職給付引当金

　　　　　　　当期純損失　　　　　　90,236,695

573,000

585,000

繰 越 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

資 本 金

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 421,984,421
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福島協同施設株式会社 

 

個 別 注 記 表 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

①商  品    最終仕入原価法による原価法 

②料理飲料材料  最終仕入原価法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定率法。 

なお、耐用年数および残存価額については法人税法に規定する方法と同一の基準に 

よっています。 

  ただし、平成 10年 4月 1日以降に取得した建物(建物付属設備を除く)については、 

定額法を採用しています。 

（２）無形固定資産 

   定額法。 

   なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。 

   ただし、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（5 年）に 

基づいています。 

 

３．引当金の計上基準 

（１）賞与引当金 

従業員に支給する賞与に備えるため､将来の支給見込額のうち当期対応分を計上して

います。 

（２）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため､当期事業年度末における退職給付債務の見込額に 

基づき､当期事業年度末において発生していると認められる額を計上しています。 

（３）役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金に備えるため、規程に基づく期末要支給額を計上しています。 

（４）修繕引当金 

令和４年３月１６日発生の福島県沖地震により生じた損害の修繕に充てるため、その

支出見込額を計上しています。 

 

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）消費税等の会計処理 

消費税等については税抜経理方式によっています。 
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福島協同施設株式会社 

 

（２）リース取引に関する会計処理 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行っています。 

 

  

Ⅱ.株主資本等変動計算書に関する注記 

1.当期末における発行済株式の数 

普通株式     ９，９００株 

 



繰 越 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

預 り 入 湯 税

預 り 金

従 業 員 預 り 金

商 品 券

賞 与 引 当 金

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 486,017,317486,017,317

309,472,923

役員退職慰労引当金1,822,407

△ 251,027,077

409,472,923

460,500,000

純 資 産 の 部 合 計

修 繕 積 立 金 100,000,000

1,360,000

76,544,394

22,554,369

利 益 剰 余 金

固 定 負 債

退職給付引当金

資 本 金

負 債 の 部 合 計

資 産 の 部 合 計

6,437

長 期 貸 付 金

100,000,000

純　資　産　の　部

出 資 金

有 形 固 定 資 産 21,194,369

573,000

1,166,000

92,955,753

88,524,346

未 収 収 益

会 員 券

無 形 固 定 資 産

固 定 資 産

15,266,327

870,000

棚 卸 資 産

その他流動資産

未 収 利 息

飲 料 材 料

商 品

2,580,698

632,663

2,943,223貯 蔵 品

585,419

料 理 材 料

前 払 費 用 366,666

292,064立 替 金

15,931,494

102,500売 掛 金

ク ー ポ ン

15,814,804

04,282,451

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

1,032,103

349,258,709

370,388,067

金 額

393,061,564

預 金

現 金

科 目

流 動 資 産

当 座 資 産

金 額

53,990,025

科 目

8,758,581

流 動 負 債

買 掛 金

代理店勘定（損）

6,081,576

資 産 の 部 負 債 の 部

（単位：円）

45,914未 払 利 息

未 払 費 用

276,150

2,187,797

13,741,000

4,521,200

10,774,050

令和２年度貸借対照表
福島県福島市飯坂町字中ノ内24-3

福 島 協 同 施 設 株 式 会 社

(自）令和2年4月1日　（至）令和3年3月31日現在

当期純損失　　　　　　94,532,329

6,742,003 7,501,257
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福島協同施設株式会社 

個 別 注 記 表 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

①商  品 最終仕入原価法による原価法 

②料理飲料材料  最終仕入原価法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産

定率法。

なお、耐用年数および残存価額については法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっています。 

 ただし、平成 10年 4月 1日以降に取得した建物(建物付属設備を除く)については、 

定額法を採用しています。 

（２）無形固定資産

定額法。

なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。

ただし、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（5 年）に

基づいています。 

３．引当金の計上基準 

（１）賞与引当金

従業員に支給する賞与に備えるため､将来の支給見込額のうち当期対応分を計上して

います。 

（２）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため､当期事業年度末における退職給付債務の見込額に

基づき､当期事業年度末において発生していると認められる額を計上しています。

（３）役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金に備えるため、規程に基づく期末要支給額を計上しています。 

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）消費税等の会計処理

消費税等については税抜経理方式によっています。
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福島協同施設株式会社 

（２）リース取引に関する会計処理

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行っています。 

Ⅱ.株主資本等変動計算書に関する注記 

1.当期末における発行済株式の数

普通株式 ９，９００株 



7,152,001 9,410,383

219,150

1,979,997

12,655,000

3,651,800

10,923,034

代理店勘定（損）

21,516,137

資 産 の 部 負 債 の 部

令和元年度貸借対照表

（単位：円）

科 目

6,683,607

流 動 資 産 流 動 負 債

当 座 資 産 買 掛 金

44,148未 払 利 息

未 払 費 用

金 額

81,943,356

科 目

815,912

498,744,965

515,267,521

金 額

529,136,852

預 金

現 金

4,720,600売 掛 金

ク ー ポ ン

11,846,002

10,139,5003,860,642

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

料 理 材 料

前 払 費 用 366,666

222,812立 替 金

6,717,330

棚 卸 資 産

その他流動資産

未 収 利 息

飲 料 材 料

商 品

3,848,414

883,448

1,699,441貯 蔵 品

720,698

有 形 固 定 資 産

76,855,733

71,950,846

未 収 収 益

会 員 券

無 形 固 定 資 産

固 定 資 産

6,121,604

870,000

101,987,333

100,000,000

純　資　産　の　部

出 資 金

長 期 貸 付 金

△ 156,494,748

504,005,252

460,500,000

純 資 産 の 部 合 計

19,989,977

資 産 の 部 合 計

6,248

修 繕 積 立 金 100,000,000

20,043,977

利 益 剰 余 金

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 605,992,585605,992,585

404,005,252

役員退職慰労引当金2,372,887

負 債 の 部 合 計

54,000

別 途 積 立 金

預 り 入 湯 税

預 り 金

従 業 員 預 り 金

商 品 券

賞 与 引 当 金

退職給付引当金

資 本 金

固 定 負 債

福島県福島市飯坂町字中ノ内24-3

福 島 協 同 施 設 株 式 会 社

(自）平成31年4月1日　（至）令和2年3月31日現在

当期純利益 15,014,402

573,000

1,089,000

繰 越 利 益 剰 余 金
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福島協同施設株式会社 

個 別 注 記 表 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

①商  品 最終仕入原価法による原価法 

②料理飲料材料  最終仕入原価法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産

定率法。

なお、耐用年数および残存価額については法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっています。 

 ただし、平成 10年 4月 1日以降に取得した建物(建物付属設備を除く)については、 

定額法を採用しています。 

（２）無形固定資産

定額法。

なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。

ただし、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（5 年）に

基づいています。 

３．引当金の計上基準 

（１）賞与引当金

従業員に支給する賞与に備えるため､将来の支給見込額のうち当期対応分を計上して

います。 

（２）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため､当期事業年度末における退職給付債務の見込額に

基づき､当期事業年度末において発生していると認められる額を計上しています。

（３）役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金に備えるため、規程に基づく期末要支給額を計上しています。 

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）消費税等の会計処理

消費税等については税抜経理方式によっています。
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福島協同施設株式会社 

（２）リース取引に関する会計処理

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行っています。 

Ⅱ.株主資本等変動計算書に関する注記 

1.当期末における発行済株式の数

普通株式 ９，９００株 



7,109,213 12,065,621

503,325

1,001,523

10,601,000

1,309,526

10,976,233

代理店勘定（損）

11,546,566

資 産 の 部 負 債 の 部

平成30年度貸借対照表

（単位：円）

科 目

14,688,426

流 動 資 産 流 動 負 債

当 座 資 産 買 掛 金

36,306未 払 利 息

未 払 費 用

金 額

68,177,826

科 目

4,649,850

471,471,925

499,997,693

金 額

515,225,334

預 金

現 金

102,500売 掛 金

ク ー ポ ン

17,074,525

5,346,8006,801,393

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

817,767

料 理 材 料

前 払 費 用 360,000

196,842立 替 金

8,118,428

870,000

棚 卸 資 産

その他流動資産

未 収 利 息

飲 料 材 料

商 品

3,649,022

1,009,494

1,632,930貯 蔵 品

純　資　産　の　部

出 資 金

有 形 固 定 資 産

61,286,896

56,974,023

未 収 収 益

会 員 券

無 形 固 定 資 産

固 定 資 産

7,558,097

△ 171,509,150

488,990,850

460,500,000

256,500

87,521,380

100,000,000

負 債 の 部 合 計

純 資 産 の 部 合 計

長 期 貸 付 金

資 産 の 部 合 計

3,489

修 繕 積 立 金 100,000,000

19,343,554

利 益 剰 余 金

固 定 負 債

資 本 金

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 576,512,230576,512,230

388,990,850

役員退職慰労引当金2,429,873

19,087,054

預 り 入 湯 税

預 り 金

従 業 員 預 り 金

商 品 券

賞 与 引 当 金

退職給付引当金

当期純損失 171,369,286

福島県福島市飯坂町字中ノ内24-3

福 島 協 同 施 設 株 式 会 社

(自）平成30年4月1日　（至）平成31年3月31日現在

573,000

440,000

繰 越 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金
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個 別 注 記 表 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

①商  品 最終仕入原価法による原価法 

②料理飲料材料  最終仕入原価法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産

定率法。

なお、耐用年数および残存価額については法人税法に規定する方法と同一の基準によ

っています。 

 ただし、平成 10年 4月 1日以降に取得した建物(建物付属設備を除く)については、定

額法を採用しています。 

（２）無形固定資産

定額法。

なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。

ただし、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（5 年）に基づ

いています。 

３．引当金の計上基準 

（１）賞与引当金

従業員に支給する賞与に備えるため､将来の支給見込額のうち当期対応分を計上して

います。 

（２）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため､当期事業年度末における退職給付債務の見込額に基

づき､当期事業年度末において発生していると認められる額を計上しています。 

（３）役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金に備えるため、規程に基づく期末要支給額を計上しています。 

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）消費税等の会計処理

消費税等については税抜経理方式によっています。



－6－ 

福島協同施設株式会社 

 

（２）リース取引に関する会計処理 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行っています。 

 

  

Ⅱ.株主資本等変動計算書に関する注記 

1.当期末における発行済株式の数 

普通株式     ９，９００株 
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